























































































（2017年 1 月16日最終閲覧）では福田幹事が賛成意見を述べ（議事録 2 頁），これに対し，潮見幹
事からは最判43年判決は催告解除を扱ったケースではないとの指摘がある（同12頁），山本
（敬）幹事からも潮見意見に賛成の旨が述べられている。（同14頁）
4 ）　最判昭和36年11月21日民集15巻10号2507頁，最判昭和43年 2 月23日民集22巻 2 号281頁，最
判平成 8 年11月12日民集50巻10号2673頁など。拙稿「解除の要件事実（ 2 ）─『契約目的を達
成できないこと』の要件事実─」『創価ロージャーナル』第 6 号（2013年 3 月）137頁以下にお
いて，「契約目的不達成」の評価根拠事実・評価障害事実の検討を行った。











































































































─（ 1 ）（ 2 ・完）」『商学討究』，第44巻 1 ・ 2 号（1994年）239頁以下，同巻 3 号（1994年）
81頁以下。帰責事由一般について，吉田邦彦「債権の各種─『帰責事由』論の再検討─」星野






























13）　E. Allan Farnsworth, Contracts 503 （4th ed. 2004）.
14）　Restatement （Second） of Contract §224.
60　　創価ロージャーナル第10号
を，立証しなければならない。




































16）　Arthur L. Corbin, Discharge of Contracts, 22 Yale L. J. 513, 513─514 （1913）, at 517─518.
17）　Id. at 515─516.
18）　「事後的条件」「解除条件」との訳もある。前掲平野『体系アメリカ契約法』453頁。
19）　Corbin, supra note 16, at 522─523.




















“on condition that”「～が提供された場合」“provided that”「～という出来






























実を 「擬制条件」 constructive condition あるいは 「交換擬制条件」 constructive 


















24）　Farnsworth, supra note 13, at 505.
25）　Restatement （Second） of Contract §224.




















　例えば，A が売主，B が買主として，A の所有する甲土地を売買する契













































Farnsworth, supra note 13, at 509, note 6.
31）　重大な違反に関するリーディングケースとしては，K&G Construction Co. v. Harris, 223 































32）　Joseph M. Perillo, Calamari and Perillo on Contracts 378 （6th ed. 2009）.







































































































は，後述する選択が問題となるとする。なお，Joseph M. Perillo, Calamari and Perillo on 
Contracts 393 （6th ed. 2009） では，明示の条件の場合と擬制条件の場合と分けて論じておら
ず，妨害や非協力なども条件の免除として挙げられている。
38）　Farnsworth, supra note 13, at 523.









〔ケース①〕 Swartz v. War Memorial Commission, 25 A. D. 2d 90, 267 N.Y. 













〔ケース②〕 Frederick Business Properties v. Peoples Drug Stores, 191 W. 
































































































43）　Farnsworth, supra note 13, at p. 576 note 4.
44）　Fracassa v. Doris, 814 A. 2d 357 （R. I. 2003）. 他の条項と同様に，履行の遅滞に寄与する行

































48）　Id. §2─709 （1） （a）. 価格請求訴訟「（1） 支払日が到達したときに買主が価格の支払を行わ
ない場合，売主は，次条による附随的損害賠償と共に，次のものの価格を取り立てることがで
きる。（a）受領済みの物品，または契約に適合する物品については，物品損失の危険が買主に





























































































































































































53）　「契約目的不達成」の要件が問題となった最判昭和43年 2 月23日民集22巻 2 号281頁，最判
平成 8 年11月12日民集50巻10号2673頁も，原告が解除による原状回復請求を求めた事案であ
る。
80　　創価ロージャーナル第10号
の内容・程度だけでなく，債権者側の行為態様や事情も考慮すべきではない
かという問題提起をするに留めておきたいが，今後はこれらの問題について
もさらに検討が必要となろう。
 以上
